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計画の中の「こども」と「子ども」の表記の違いについて 

 

 こども基本法の制定や、こども家庭庁が創設される中で、こども基本法の

基本理念を踏まえて、ひらがな標記の「こども」が推奨されています。 

 しかし、「子ども・子育て支援法」のように、法令に基づいて用いるような

場合は、従来どおり「子ども」を用いることとなっています。 

このことを踏まえ、本計画中は下記のとおりとします。 

 

 ・「こども」・・・一般的な文書として使われるもの 

 ・「子ども」・・・子ども・子育て支援法など法令に基づくもの 

 



 

計画の中の「こども」と「子ども」の表記の違いについて 

 

 こども基本法の制定や、こども家庭庁が創設される中で、こども基本法の

基本理念を踏まえて、ひらがな標記の「こども」が推奨されています。 

 しかし、「子ども・子育て支援法」のように、法令に基づいて用いるような

場合は、従来どおり「子ども」を用いることとなっています。 

このことを踏まえ、本計画中は下記のとおりとします。 

 

 ・「こども」・・・一般的な文書として使われるもの 

 ・「子ども」・・・子ども・子育て支援法など法令に基づくもの 

 



 

 

 

 

 

 

はじめに 

 

近年の我が国のこどもを取り巻く情勢については、出生数や合計特殊出生率が過

去最も低い水準に達し、急速な少子化、人口減少に歯止めがかからない状況の中、次

元の異なる少子化対策が推進されています。 

三朝町では、「笑顔いっぱい子育て支援のまち」宣言を行った平成２７年から、１０年

が経過しました。少子化は、本町においても深刻な状況ですが、子育て支援施策の軸

足を「質の向上」に置き、希望するすべての人が自身の思い描く結婚をし、安心して妊

娠、出産、育児ができるよう、また、次代を担うこども達が健やかに育ち、夢や希望をか

なえられるよう、笑顔あふれる子育てを推進していきたいと考えています。 

この度、令和７年から令和１１年までの５年間を計画年とする「三朝町こども計画」及

び「第３期子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。この計画の基本理念として、

「子どもの笑顔は“三朝町の宝”～つながろう つなごう みささっ子の輝く未来へ～」を

掲げ、人と人とのつながりや、切れることのない関わりのリレーを大切にしていくことを

計画の柱にしています。 

本計画を実現していくためには、家庭や地域、職場の方々の参画がより一層重要に

なります。小さい町の強みを生かしながら、こどもに係るすべての人が一丸となり、こど

もや子育て世代を支え応援していけるよう、引き続き皆様の御協力をお願い申し上げ

ます。 

最後に、本計画の策定に当たり、御尽力いただきました三朝町子ども・子育て会議

委員の皆様をはじめ、アンケート調査等により貴重な御意見をいただきました多くの

方々に、心より感謝申し上げます。 

 

令和７年３月 

三朝町長 松 浦 弘 幸 
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第１章 計画策定にあたって 

 

 

こども施策に関する基本理念を定め、こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進すること

を目的として「こども基本法」が令和４年６月に公布、令和５年４月に施行されました。 

こども基本法 

第３条 基本理念 第 10 条 こども計画の策定 

○ 全てのこどもについて、個人として尊重さ

れること・基本的人権が保障されること・

差別的取扱いを受けないこと。  

○ 全てのこどもについて、適切に養育される

こと・生活を保障されること・愛され保護

されること。  

○ 全てのこどもについて、自己に直接関係す

る全ての事項に関して意見を表する機会と

多様な社会的活動に参画する機会が確保さ

れること。 

○ 全てのこどもについて、意見の尊重、最善

の利益が優先して考慮されること。 

○ 都道府県は「こども大綱」を勘案し「都道

府県こども計画」を定めるよう努める。 

○ 市町村は「こども大綱」及び「都道府県こ

ども計画」を勘案し、「市町村こども計画」

を定めるよう努める。  

○ こども計画は、国の既存の大綱（子供・若

者育成支援推進大綱、子供の貧困対策に関

する大綱）に基づく市町村計画である「子

ども・若者計画」、「こどもの貧困対策に関

する計画」その他のこども施策に関する計

画（「子ども・子育て支援事業計画」など）

と一体的に作成することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 計画策定の背景（国の主な動き） 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

こども基本法に基づく「こども計画」の策定 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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常にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取組・政策を我が国社会の真ん中に据

えて（「こどもまんなか社会」）、強力に進めていくため、令和５年４月にこども家庭庁が創設され

ました。 

こども家庭庁はこども施策の司令塔となり、こどもの視点で、こどもを取り巻くあらゆる環境

を視野に入れ、こどもの権利の保障や、誰一人取り残さず健やかに成長するよう、福祉行政を一

元的に担うこととなっています。 

 

 

 

 

 

 

国の３大大綱と「こども大綱」「市町村こども計画」との関係 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

こども家庭庁の創設 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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・国が策定を推進する「市町村こども計画」と、現行計画である「三朝町子ども・子育て支援事

業計画」を一体化した計画とします。そのため、国のこども基本法やこども大綱、「シン・子育

て王国とっとり計画」を勘案するとともに、「第２期三朝町子ども・子育て支援事業計画」の評

価や、町内で子育て中の親の保育・子育てニーズを踏まえ策定します。 

・さらに、町政の基本的な方針と施策を示す「第 11 次三朝町総合計画」を上位計画として、こど

もと若者の健やかな成長を推進し、安心して子育てできる環境を整えるための計画となりま

す。 

・その他、障がい児への支援を推進する「三朝町障がい児福祉計画」や、妊娠期・乳幼児期から

の心身の健康づくりを推進する「三朝町健康づくり計画」との調和を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 三朝町こども計画 

第 3 期三朝町子ども・子育て支援事業計画とは 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

（１） 計画の位置づけ 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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この計画の期間は、令和７年度から令和 11 年度までの５年間です。 

 

※社会状況の変化や関連制度・法令の改正等により、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 計画の期間 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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こどもの誕生前から乳幼児期、学童期、思春期、青年期を経て大人になるまでを「子育て」と

捉え、18歳や 20 歳という特定の年齢で途切れることなく、自分らしく円滑な社会生活を送ること

ができるようになるまでとします。 

また、こどもとその家庭、保育園・こども園、学校、地域、行政がともに、子育てしやすい町

づくりに向かっていくよう、町全体の取組を考えていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 計画の対象 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 



 

 

 第２章 計画の基本的な方針 
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第２章 計画の基本的な方針 

 

三朝町のこども計画、第３期子ども・子育て支援事業計画を推進するにあたり、三朝町が目指

すべき方向性として、平成２７年７月の「笑顔いっぱい子育て支援のまち宣言」に掲げる“子育

てをするなら三朝町でと言われるまちづくり”を柱に、本計画の基本理念は下記のとおりとしま

す。 

 

 

 

 

 

 「こどもの笑顔があふれるまちは、みんなが幸せなまちである」という想いから、こどもの笑

顔を三朝の宝と考えます。こどもたち一人ひとりが健やかで幸せに、夢や希望を叶えるため、何

でものびのびとチャレンジできるよう、地域全体でこどもの成長を支えていきます。 

 三朝町には、小さい町ならではの「温かいつながり」があります。たとえ誰かが困難な状況に

陥ったり孤立しそうになっても、そして、こどもから若者へ人生のステージが進んでいく中で

も、いつも誰か、そっと助けになってくれる人がいる町であるよう願います。 

人と人のつながりと、切れることのない関わりのリレーにより、こどもの輝く未来づくりへ、

みんなで一丸となって向かっていくことを目指します。 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

１ 基本理念 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 



7 

 

■サブテーマ「つながろう つなごう」のイメージ 

つながろう つながりを大切に、子育てしやすいまちづくりを推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

つなごう ライフステージ全体を通して切れ目なく 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」参照 



8 

 

 

 

 次の４つの施策を重点施策として位置づけ、施策目標を立てて計画の推進を図ります。 

（１） こどもが育つ環境の整備 

・親子の愛着形成を大切に、子育ての基盤づくりを応援します 

・豊かな遊びと体験を通して生きる力を育てる保育・教育をすすめます 

 

（２） 切れ目のない子育て支援 

・ライフステージ全体を通して、こどもを取り巻く様々な問題を解決に導く体制づくりに 

に努めます 

 

（３） 地域ぐるみの子育て支援 

・人や地域のつながりにより、誰一人孤立させず、あたたかく見守り、サポートします 

 

（４） 親子の健康管理に関する支援 

・妊娠期から、男女問わず気軽で身近に相談できる体制づくりと産後ケアを推進し、親子 

 が共に健康的に暮らせる基礎づくりに努めます 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本施策 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

(1) 施策の目標 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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三朝町こども計画と、第３期三朝町子ども・子育て支援事業計画の体系は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三朝町こども計画 子ども・子育て支援事業計画 

（２） 施策の体系 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 



 

 

三朝町こども計画 

 

国の「こども大綱」、鳥取県の「シン・子育て王国とっとり計

画」を勘案し、さらに本町の実態を考慮して、こども・子育て全

体に係る計画を策定しました。 

 小さな町“三朝町”ならではの“地域のつながり”をより一層大

切に、こどもや若者が健やかに成長できるよう、「こどもまんな

かまちづくり」を目指していく基本となる計画です。 



 

 

 第 3章 三朝町こども計画の推進 
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第３章 三朝町こども計画の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

得意なことを 

 

 

 

 

（１） こどもが育つ環境の整備 

 ・親子の愛着形成を大切に、子育ての基盤づくりを応援 

・豊かな遊びと体験を通して生きる力を育てる保育・教育 

【現状・課題】 

・妊娠・出産期からの安定した愛着の形成や、貧困の解消を図り、良好な成育環境を整える

必要があります。 

・育児に困難さを抱える親子や児童虐待の背景には、愛着形成が十分に行われないこと、こ

ども自身が持つ障がいや育てにくさ、未婚やひとり親を含む単身世帯などの経済的・精神

的ゆとりがないことが伺えます。 

・時代背景の中で、外遊びの時間が減り、こどもの直接体験が不足する傾向にあります。そ

のため、様々な体験を通して個々が得意なことを見つけ、学びを培い、発揮し、こどもの

自己肯定感や自己有用感を高められるような環境づくりに努める必要があります。 

・５歳児から小学校１年生までを「架け橋期」として、幼児教育と小学校教育の円滑な接続

ができるよう、連続性と一貫性を大切に、環境整備を行う必要があります。 

・町内の保育所・こども園では、豊かな感性の育ちと主体的な学びのための活動を推進して

おり、さらなる充実が期待されています（自然体験、歩育、食育、論語、英語など）。ま

た、NPO や地域の協力により、保育・教育において三朝町の豊かな自然に触れる体験が定

着し、音楽をはじめとするアートや読書に身近に触れる機会が充実してきています。 

・現在、保育所・こども園、放課後学童クラブにおける待機児童はいません。また、地域に

おける子育て支援のサービスも充足しており、就業中の親が安心してこどもを預けられる

環境が整っています。 

・町内の小学生の親を対象にした調査では、「放課後を学童クラブで過ごさせたい」、「長期休

暇中に利用したい」というニーズが高くなっています。全国的には、放課後を利用したア

フタースクール（様々な体験や学びができる場）の取組が広がる動きがあり、本町におい

ても放課後の過ごし方の充実に向けた検討が必要です。 

・以前から、町内の身近な場所に、雨の日でも遊べる全天候型の公園の整備を望む声が多く

寄せられており、検討を開始しています。 

１ 施策に係る現状・課題、取組の方向性 

三朝町こども計画の推進 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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※身体的、精神的、社会的に良い状態にあるという包括的な幸福として、短期的な幸福のみならず、生きがいや人生の意義など、

将来にわたる持続的な幸福を含むもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子育ての環境整備のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】 

・はじめの 100 か月の育ちビジョンの推進                       

愛着による安心の土台づくり                          

豊かな遊びと体験による外の世界への挑戦              

・架け橋期の支援体制整備 

・貧困解消のための支援の充実 

・子育て中の親の生活基盤の安定とゆとりをつくるサービスの向上                                

（各種手当、地域子育て支援事業、相談体制、負担を軽減するための様々な取組）            

・保育の受入体制の確保、多様な子育てニーズに対応 

・のびのびと遊び、安全、安心に過ごすための幼児教育・保育施設の整備

（遊具の整備、防犯、事故防止対策） 

・特色ある保育の実施 

・放課後学童クラブの充実、こどもの居場所づくり、多様な学びの機会の確保 

・NPO や地域協議会との連携による自然体験の推進 

・子育て支援施設の充実（こども公園・屋内の遊び場を複数箇所整備、気軽に立ち寄れる    

図書館・美術館など） 
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（２） 切れ目のない子育て支援 

 
・ライフステージ全体を通して、こどもを取り巻く様々な問題の解決に導く体制づくり 

【現状・課題】 

・それぞれのライフステージ別に特有の課題があり、妊娠期からの関わりや出産後の母子保

健そしてこどもの成長と共に、子育て支援、教育支援へとニーズは変わりますが、その支

援に切れ目がないようにすることが大切です。 

・18 歳以降は直接的な支援は減りますが、進学・就職へ進む中で、精神的・経済的な不安定

さは続きますので、情緒面でのサポート等について、支援者が理解しておく必要がありま

す。 

・ライフステージ全体を通して必要な支援もあり、こどもを含む家族の暮らしを守るために

は、健康事業や福祉事業なども関わり、相談先や支援者は適時変わります。 

・こどもの問題行動、不登校や、児童虐待などの表出する問題の背景には、障がい児（者）、

生活困窮、病気、ヤング・若者ケアラー、愛着形成の不足の問題などがあり、複雑に絡み

合っていることがあります。 

・こども・若者や子育て当事者の課題は、明確に線引きできるものではなく、生きづらさや

子育てのしにくさを誰しも多かれ少なかれ感じています。また、言葉にして相談できない

こともあります。 

・日々、こどもや親に接するのは、保育士、教職員、保健師、放課後学童クラブや子育て支

援センターの職員などで、話を聞いたり、気にかけたり、様子の変化に気付くことができ

る人です。こどもや親の話を傾聴し、時にプライバシーの保護に注意しながら、担当課や

専門機関へつなぐことが必要です。 

・悩んだり、困ったり、情報を知りたいときに、相談先を知っておくことは、大きな安心に

つながります。誰でも目にとまるよう、相談先の情報を発信する必要があります。 
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■様々な問題を解決するイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の方向性】 

・重層的支援の推進（保健、子育て、福祉、教育のネットワーク） 

・園小中の連携、外部団体を含む関係機関との連携体制の充実 

・親子に身近で接する人の気づきの促進 

・SNS などによる子育て情報の発信 

・相談窓口の周知、訪問による支援 
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（３） 地域ぐるみの子育て支援 

 

・人や地域のつながりにより、誰一人孤立させず、あたたかく見守る 

【現状・課題】 

・町内においては、令和４年から「三朝町子育て 12 か条」を掲げ、地域ぐるみで子育ての機

運を醸成する取り組みを行っています。しかし、それぞれの立場で、自分事として考える

までは浸透していないようです。 

・地域子育て支援センターは、親同士の仲間づくりや、子育て経験者から話を聞くことがで

きる場です。また、ファミリー・サポートは、会員制により安心してこどもを預けながら

用事をすませることができる、支え合いによる子育て支援です。 

・地域においては、こども（親子）と住民の間で、お互いに声をかけにくい様子が伺えま

す。普段のあいさつや地域行事などを通して、顔見知りになっておくことが、自然体での

見守りサポートになります。 

・放課後や休日のこどもの生活は忙しくなり、また、コロナ禍の経験や少子化により、子ど

も会活動が減ったり、地域の行事に参加しにくい傾向にあります。こどもや若者が地域と

つながるきっかけづくりが大切です。（こどもや若者が教えるスマホ教室、eスポーツ大会

など） 

・地域の顔つなぎのため、民生児童委員によるブックセカンド事業（１歳頃に、絵本のプレ

ゼントを持参し訪問）や、声かけを行ってきています。 

・こどもや子育て当事者の課題は、明確に線引きできるものばかりではなく、生きづらさや

子育てのしにくさを誰しも多かれ少なかれ感じています。また、言葉にして相談できない

人への理解も必要であり、プッシュ型支援、アウトリーチ支援も必要です。 

・乳幼児期は、保健師や保育士など身近に相談しやすい環境がありますが、成長と共に、こ

どもが中学・高校を卒業するまで関わりの続く保護者同士の関係づくりも大切です。 

・こどもや若者の意見反映は、自分たちのことを承認してもらっているという安心感や自信

を与え、主体性の育ちにつながります。しかし現状は、意見を言える機会や、意見が施策

に反映されフィードバックされることが十分ではありません。こどもや若者の意見を引き

出し、その意見で周辺が変わったという積み上げにより、意見表明の好循環をつくる必要

があります。 
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【取組の方向性】 

・地域ぐるみで取り組む子育ての機運醸成                       

（三朝町子育て 12 か条の推進） 

・地域における子ども・子育て支援事業の充実 

・地域の中のこどもの居場所づくり 

・地域の相談者、緩やかな見守り体制（民生児童委員など） 

・保護者会、PTA のつながりの醸成 

・こどもの意見表明の機会の充実 
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（４） 親子の健康管理に関する支援 

 ・妊娠期から男女問わず気軽で身近に相談できる体制づくりと産後ケアを推進し、 

親子が共に健康的に暮らせる基礎づくり 

【現状・課題】 

・妊娠中や出産後に不安や悩みを抱き、孤独感を感じている妊産婦の心身の負担を軽減し、

子育ての円滑なスタートを支援するために、国、県及び市町村で産前・産後ケアや相談事

業の充実に取り組んでいます。 

・産後の身体の変化や不調を回復するために、理学療法士による産後ケア健診を行っていま

す。身体面のケアは、精神面のケアにもつながっています。 

・自分達が思い描く妊娠・出産のためには、男女問わず早い段階から、自らの発達の程度に

応じた性に関する正しい知識を得て、必要な時には相談やセルフケアを行うなどの自分に

合ったサポートを受けられるようにするため、教育や保健・医療の関係機関が連携し、普

及・啓発に取り組むことが大切です。また、性情報への対処や、互いに尊重し合う人間関

係をつくること、女性のやせや出産年齢の高齢化と出産リスクの関連など、様々な観点か

ら正しい知識を伝えていく必要があります。 

・不妊治療には相当の経済的・精神的負担がかかりますが、相談窓口の周知や、治療費の助

成によるサポートを行っていく必要があります。 

・こどもの生活習慣では、本町の朝食の摂食率は全国・県平均より高い状況です。しかし、

以前より就寝時刻が遅くなっており、朝さわやかに起きられなく食欲がないというような

悪影響が見られます。また、小中学生で、肥満者の増加が見られますので、こどもの頃か

らの良い生活習慣の確立が大切です。 

・小・中学校では、若い頃からの健康管理や検診受診の定着をねらい、保健体育や食育授業

のほか、命を大切にする学習、がん教育、禁煙講演会などの予防活動を行っています。 

・全国的に共働き世帯が増加し、結婚・出産後も仕事を続けたい人が増えています。男性の

育児休業の取得が当たり前となり、男女共に仕事と家庭を両立しやすい環境づくりが進む

よう、社会全体で共働き・共育てを推進していくことが大切です。 
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【取組の方向性】 

・妊娠期からこどもが成長するまでの包括的相談支援                

（こども家庭センターの設置を含む） 

・産前・産後ケアの充実 

・男女ともに、性や妊娠・出産についての学習の場の提供 

・妊娠を希望する人への相談支援、不妊治療の助成の充実 

・こども、若者の健康づくり                                       

（良い生活習慣確立のための取組、健康教育、検診推進など） 

・男性の育児休業取得の推進、共働き・共育ての推進 

・初めて親になる人などへの学習の場の提供           

（個別支援、子育て教室など） 



 

 

第３期 

三朝町子ども・子育て支援事業計画 

 

子ども・子育て支援法に基づき、「学校教育・保育」及び「地域

子ども・子育て支援事業」の円滑な実施に関する計画です。 

三朝町の出生数や人口推計の変化、子育て中の親のニーズ

等から、必要なサービスの量を見込み、提供体制の確保を目指

します。 



 

 

 第 4章 こども・若者や子育て家庭を

取り巻く状況 
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第４章 こども・若者や子育て家庭を取り巻く状況 

 

 

 

 

 

 

本町の総人口は、10 年前の平成 27 年と比べて約 1,000 人減少し、令和６年４月現在で 5,806

人となっています。この 10年間の減少率の変化を見ると、平均 1.8％ずつ減っています。 

  また、０歳から 11歳のこどもの人口は、平成 27年の 638人から 409人と 36％減少し、総人口

に占めるこどもの人口の割合は、9.3％から 7.0％へ減少が続いています。 

 

                           （資料：三朝町住民基本台帳） 

 ■本町の総人口の推移（各年４月１日現在）             単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■０－１１歳人口の推移と総人口に占めるこどもの割合（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ こどもや若者をめぐる状況、人口推移やニーズの見通し 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 
（１） 人口推移 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

総人口に占めるこどもの人口推移 
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 平成２年から令和２年までの国勢調査の人口推移をみてみると、平成２年の総人口は、8,700

人でしたが、30年後の令和２年には、6,060人と約 2,600人減少し、約７割になっています。 

 総人口を３つの階層に分けて人口比率をみてみると、65 歳以上の人口比率は、平成２年が

21.0％だったのに対して令和２年には 40.0％と約２倍に増加し、15 歳から 64 歳の人口比率は、

60.8％が 48.9％に、０歳から 14歳の人口比率は 18.2％が 11.2％にそれぞれ減少しています。 

 

（資料：国勢調査） 

■本町の人口構成の推移                         単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 20  

 

 

  ０歳から５歳の年齢階級別人口推移をみると、どの階級においても減少傾向となっています。 

 

                        （資料：三朝町住民基本台帳） 

■０－５歳の人口の推移（各年４月１日現在）               単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  ６歳から 11歳の年齢階級別人口推移も、０歳から５歳の推移と同様にどの階級においても 

減少傾向となっています。 

 （資料：三朝町住民基本台帳） 

■６－11歳の人口の推移（各年４月１日現在）              単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０－５歳の年齢階級別人口推移 

 

６－11歳の年齢階級別人口推移 
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  12 歳から 17 歳の年齢階級別人口推移は、令和３年まではやや増加傾向でしたが、令和４年以

降は減少傾向となっています。 

 

 （資料：三朝町住民基本台帳） 

■12－17歳の人口の推移（各年４月１日現在）              単位：人 

  

12－17歳の年齢階級別人口推移 
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  ０歳から５歳の推計をみると、令和７年は 133人と推測されますが、以降は出生数がほぼ横ば

い状態で推移すると予測し、計画最終年にあたる令和 11 年では、令和７年から 39 人減少し 94

人になると見込まれます。 

 

                        （資料：三朝町推計） 

 ■０－５歳の年齢階級別人口推計（各年４月１日現在）         単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ６歳から 11 歳人口の推計をみると、令和７年は 253 人で、計画最終年にあたる令和 11 年は、

令和７年から 82人減少し、171人になることが見込まれます。 

近年の出生数の減少が、小学生年代の人口減少に影響を与えはじめることが予測されます。 

 

（資料：三朝町推計） 

 ■６－11歳の年齢階級別人口推計（各年４月１日現在）         単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 人口推計 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

６－11歳の年齢階級別人口推計 

 

 

０－５歳の年齢階級別人口推計 
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  12 歳から 17 歳人口の推計をみると、令和７年は 309 人で、計画最終年にあたる令和 11 年は

令和７年から 35人減少し、274人になることが見込まれます。 

各年齢が毎年 40 人以上を保っていますが、全体として徐々に減少に向かっていくことがわか

ります。 

（資料：三朝町推計） 

 ■12－17歳の年齢階級別人口推計（各年４月１日現在）         単位：人 

  

 

    

  

    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12－17歳の年齢階級別人口推計 
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平成 22年、平成 27年及び令和２年における本町の世帯状況をみてみると、平成 22年は

2,385世帯、平成 27年は 2,290世帯、令和２年は 2,222世帯と徐々に減少しています。 

そのうち、18歳未満のこどもがいる世帯数は、平成 22年は 570世帯、平成 27年は 499世

帯、令和２年では 446世帯で、平成 22年の約８割に減少しています。 

６歳未満のこどもがいる世帯は、平成 22年は 224世帯、平成 27年は 185世帯、令和２年で

は 164世帯で、平成 22年の約７割に減少しています。 

特に６歳未満のこどもがいる世帯は、全世帯数の８％に満たない状況となっています。 

 

（資料：国勢調査） 

 ■本町の総世帯数とこどものいる世帯                           単位：世帯 

 

 

 

  

こどものいる世帯の推計 
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結婚の推移 

 

出生の推計 

 

 

 

本町の男女の未婚率の推移をみてみると男女の多くの世代において未婚率が上昇しています。

特に 30代の女性の未婚率は、平成 12年から令和２年の 20年間で、約２倍に上昇しています。 

  男性の未婚率は、どの年代においても女性より高い状況です。また、平成 12 年から令和２年

の 20年間で、30歳代では約 1.4倍、40歳代では約２倍に未婚率が高くなっています。 

 

（資料：国勢調査） 

■男女の未婚率の推移（国勢調査） 左：男性 右：女性            単位：％ 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町の出生数は、平成 28 年までは増加傾向にあり 40 人以上でしたが、平成 29 年以降減少し

ています。コロナ禍の影響もあり、令和２年以降は 20人前後から、さらに深刻化し 10人台にな

っています。 

（資料：三朝町集計） 

■本町の出生の推移（４月１日現在）               単位：人 
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就労状況 

 

 

 

  女性の年齢階層の人口割合を国や鳥取県と比較すると 20 代から 30 代前半までが特に比率が

低くなっており、出生率の低下にも影響を与えることが推測されます。 

（資料：国勢調査） 

■女性の総人口に占める年齢階層割合の比較（国・鳥取県）       単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和２年の本町の 20歳から 64歳までの就労状況で、就業者（「家事や通学のかたわら仕事をし

ている人」、「休業者」を除く）は、男性では全国平均並みですが、女性では全国平均より高い状

況となっています。 

 （資料：国勢調査） 

■本町の人口に対する就業率 年齢階層割合(国との比較)）       単位：％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性人口の占める年齢階層割合の比較（国・鳥取県との比較） 
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平成 30年以降の本町の０歳から１歳、２歳、３歳から５歳のこども人口を比較すると、０歳から２ 

歳に対して、３歳から５歳の人口割合の減少率は高く、令和６年には６割程度に減少しました。 

背景には、出生数が平成 30年から令和元年にかけて急激に減少したのち、令和２年以降は一定数 

に留まっていることがあり、今後も同程度の割合になると見込まれます。 

 （資料：三朝町住民基本台帳） 

■０－２歳、３－５歳のこどもの人口（各年４月１日現在）      単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本町の３歳から５歳の人口における保育所入所率の推移について、ほぼ 100％保育所に入所し

ています。 

  ０歳から１歳の保育所入所率は顕著に増加し、令和６年には８割を超えています。２歳にはほ

ぼ全員が保育所に入所しています。 

（資料：三朝町集計） 

■０－２歳、３－５歳の各人口における保育所入所率の推移（各年４月 1日現在） 単位：人 

 

 

 

（３） ニーズの見通し、本町の保育所の状況 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 ０－１歳、２歳、３－５歳のこどもの人口 

 

 

 

０－２歳、３－５歳の各人口における保育所入所率の推移 



 

 

第５章 教育・保育、地域子ども・子育て 

支援事業の「量の見込み」と「確保の内容」 
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  認定こども園 

 保育所 

  小学校 

  中学校 

  学童クラブ 

  ファミリー・サポート・センター 

  子育て支援センター 

第５章 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」と「確保の内容」 

 

 

 

本町は、教育・保育区域は区域内の見込み、量の調整に柔軟に対応できることや、保護者の仕

事に合わせた教育・保育の特性を踏まえた選択ができることなど、利用者の細かなニーズに柔軟

に対応できることを勘案し、三朝町全域で教育・保育の量の見込みを定めます。 

 

 

■本町の子育て資源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 教育・保育の提供区域の設定 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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 ニーズ調査による利用意向量及び前計画期間の実績を勘案し、計画期間（令和７年度から令和 11

年度まで）の、「幼児期の学校教育・保育の量の見込み」を定めます。 

 

 

  

 本町では、町内に居住する０歳から５歳のこどもについて「現在の認定こども園、保育所、近

隣幼稚園の利用状況」に「利用希望」を加味して国の定める以下３つの区分で認定します。 

  

 ■認定区分と提供施設 

認 定 区 分 提 供 施 設 

１号 ３－５歳、幼児期の学校教育 幼稚園、認定こども園 

２号 ３－５歳、保育の必要性あり 保育所、認定こども園 

３号 ０－２歳、保育の必要性あり 
保育所、認定こども園 

特定地域型保育事業 

 

■子育て支援の「給付」と「事業」の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 前提となる事項 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

２ 幼児期の学校教育・保育 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 



 30 

 

 

 本町は、「幼児期の学校教育・保育の量の見込み」に対応できるよう、教育・保育施設及び地域

型保育事業による確保の内容および実施時期（確保対策）を定めます。 

 

■令和６年度の教育・保育の状況  ０－５歳人口（４月１日現在）  

 

■令和７年度の教育・保育の需要量見込み  ０－５歳推計人口（４月１日現在） 

  

１号認定 

（３－５歳） 

２号認定（３－５歳） 

３号認定 

（０－２歳） 

在宅子育て 

（０－５歳） 

 

幼稚園利用者

の想定 
その他 

 

 ０人 76人 
 

76人 44人 
 

保育施設利用者数・利用率（０－５歳） 合計 

３人 

（2.1％） 

120人 

（85.7％） 

17人 

（12.1％） 
140人 

１号認定 

（３－５歳） 

２号認定（３－５歳） 

３号認定 

（０－２歳） 

在宅子育て 

（０－５歳） 

 

幼稚園利用者

の想定 
その他 

 

 ０人 74人 
 

74人 42人 
 

保育施設利用者数・利用率（０－５歳） 合計 

３人 

（2.5％） 

116人 

（89.5％） 

14人 

（10.5％） 
133人 

（２） 提供体制の確保の内容及び実施時期 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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■教育・保育 「量の見込み」に対する「確保の内容」と「実施時期」   単位：人 

  

単位：人 

 

  

区  分 

R7年度 R8年度 

１号 

(3-５歳

教育の

み) 

２号 

(3-５歳

保育の

必要性

あり) 

３号 

(0-２歳

保育の

必要性

あり) 

１号 ２号 ３号 

量の見込み（必要利用定員総数） 3 76 48 3 69 45 

確
保
の
内
容 

認定こども園、幼稚園、保育

園（教育・保育施設） 
3 76 51 3 74 48 

地 域 型 保 育 事 業   0   0 

区分 

R9年度 R10年度 R11年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

量 

の 
見
込
み 

2 63 42 2 60 36 2 56 33 

確
保
の
内
容 

2 68 45 2 65 40 2 61 37 

  0   0   0 
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ニーズ調査による利用意向量及び前計画期間の実績を勘案し、計画期間（令和７年度から令和

11年度）における、「地域子ども・子育て支援事業の量の見込み」を定め、さらに「量の見込み」

に基づく「確保の内容」を定め、提供体制の確保やその実施時期を事業計画で明確にし、各年度

の進捗管理をしていきます。 

 

 

 

  

 この事業は、子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・

子育て支援事業、保健・医療・福祉等の関係機関の支援を円滑に利用で

きるように、 身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を行う

とともに、関係機関との連絡調整や、連携・協働の体制づくり等を行い

ます。 

 

■「量の見込み」に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R７年度 R８年度 R９年度 R10年度 R11年度 

量の見込み 
母子保健型 

１か所 

母子保健型 

１か所 

母子保健型 

１か所 

母子保健型 

１か所 

母子保健型 

１か所 

確保の内容 
母子保健型 

１か所 

母子保健型 

１か所 

母子保健型 

１か所 

母子保健型 

１か所 

母子保健型 

１か所 

 ※令和８年度を目標に、母子保健型に代えて「こども家庭センター（母子保健と児童福祉の一体

的な相談支援等を行う拠点）」の設置を目指します。 

 

 

 

保護者の就労時間の長時間化やその他の状況を考慮して、身近な地域で保育事業の提供を受け

られるよう適正な事業を実施します。 

本町では、保護者の勤務条件や家庭の事情などにより、保育認定を受けた時間の前後も保育を

必要とする児童に対し、保育を延長します。 

 

■「量の見込み」に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み 360人 360人 360人 360人 360人 

確保の内容 360人 360人 360人 360人 360人 

 

 

（２） 時間外保育事業（延長保育事業） 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、確保内容、実施時期 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

（１） 利用者支援事業（子育て世代包括支援センター） 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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この事業は、放課後や長期休業中などに、家庭に保護者が不在となる児童を対象に、安全・安

心に過ごせる場所を確保し、適切な遊びと生活の場の提供や、学習や体験・交流活動を行う事業

で、現在２ケ所で実施しています。 

児童が放課児童支援員の助けを借りながら、健康的な生活習慣や異年齢児童との交わりを通じ

た社会性を習得することや、こどもの主体性を尊重した健全な育成に努めています。 

今後も、児童が安心して過ごせる生活の場として継続するとともに、さらに体験・交流活動が

充実するよう、事業の見直し、施設設備の整備を図っていきます。 

 

■「量の見込み」に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の 

見込み 

１年生 18人 18人 16人 16人 13人 

２年生 21人 18人 18人 16人 15人 

３年生 22人 21人 18人 18人 15人 

４年生 10人 10人 10人 7人 6人 

５年生 5人 4人 4人 4人 3人 

６年生 4人 4人 4人 4人 3人 

合計 ８０人 ７５人 ７０人 ６５人 ５５人 

確保の

内容 

利用可能人数 80人 75人 70人 65人 55人 

放課後学童クラブ 2か所 2か所 2か所 2か所 2か所 

※開所時間は、学校稼業日は下校時から受け入れ、三朝西学童クラブは午後７時まで、 

三朝東学童クラブは午後６時３０分までとします。 

※休業日等の早朝開所については、町長から事務委任を受けている教育委員会事務局と 

 各学童クラブの運営者で検討します。 

※特別な配慮を必要とする児童に対し、専門的知識を有する者の配置や関係機関と連携 

した対応に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■青空体験塾（NPO里山地域研究会） 

地域住民の協力により、全ての児童を対象とした学習や体験・交流活動の場として、土曜日

を活用した自然体験の機会を提供しています。 

■放課後を活用した「こどもの居場所づくり」の検討 

国は、「全てのこどもが、多様な体験活動や外遊びの機会に接することができ、自己肯定感や

自己有用感を高められるような『こどもの居場所づくり』」を推進しています。その一つとして、

放課後アフタースクール（学年や保護者の就労状況等の制限なく、地域や住民の参画により、

多様な体験を届ける場）の考え方が広がりつつあります。 

放課後の居場所づくり 

（３） 放課後児童健全育成事業（放課後学童クラブなど） 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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  この事業は、保護者の疾病や仕事等により、家庭でこどもを養育して

いくことが一時的に困難な場合に利用できる事業です。 

  これまでと同様に、近隣市の施設の協力のもとに、適切な対応に努め

ます。 

 

 ■「量の見込み」に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み 
7人 

2か所 

7人 

2か所 

7人 

2か所 

7人 

2か所 

7人 

2か所 

確保の内容 
７人 

2か所 

７人 

2か所 

７人 

2か所 

７人 

2か所 

７人 

2か所 

 ※上段：延利用者数 下段：連携施設数 

 

 

 

 

  この事業は、乳児期の早期は母親が育児不安を強く感じるため、生後４か月までの乳児のいる

家庭に保健師が訪問し、育児相談や子育てに関する情報提供、親子の心身の状況や養育環境を把

握し、調整する事業です。 

また、支援が必要な家庭に対しては関係機関と連携し、適切な支援につなげていきます。 

 

 ■「量の見込み」に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み 

（訪問件数） 
16件 15件 14件 13件 13件 

確保の内容 

（ 訪 問 率 ） 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 子育て短期支援事業 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

（５） 乳児家庭全戸訪問事業 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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  この事業は、養育支援が特に必要な家庭に対し、適切な養育を確保するため、保健師及び保育

士等がその居宅を訪問し、養育に対する指導、助言及び家事の援助等を行うほか、要保護児童支

援等の内容に関する協議を行う事業です。 

関係職員のスキルアップのための積極的な研修参加をはじめ、児童虐待の発生予防・早期発見、

発生時の迅速・的確な対応等を行うため、支援を必要とするこどもや妊婦の早期の把握を行いま

す。要保護児童対策地域協議会の取組の強化、児童相談所との情報共有など、支援体制の強化を

推進します。 

 

 ■養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会「確保の内容」と「実施時期」 

区 分 
R7

年度 

R8

年度 

R9

年度 

R10

年度 

R11

年度 

養育支援訪問（人） 必要に応じて適宜実施 

要保護児童対策地域協議会代表者会議 年１回 

要保護児童対策地域協議会実務者会議 年２回（個別ケースの進行管理） 

要保護児童対策地域協議会個別ケース検討会議 ケース発生に応じて開催 

 

 

 

 

 

  この事業は、地域において子育て親子の交流等を促進するため子育て支援拠点を整備し、家庭

で子育て中の保護者の仲間づくりや育児不安等の解消を図る事業で、本町では「三朝町地域子育

て支援センター」で行います。 

  保護者が、安心して利用できるように、事業内容をわかりやすく広報し、身近な場所での相談

体制の充実と、気軽に参加できる環境整備を図り、サービス提供に努めます。 

 

 ■「量の見込み」（年間総利用者数）に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み 1,200人 1,200人 1,200人 1,200人 1,200人 

確保の内容 
1,400人 

１か所 

1,400人 

１か所 

1,400人 

１か所 

1,400人 

１か所 

1,400人 

１か所 

 

 

（７） 地域子育て支援拠点事業 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

（６） 養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に 

対する支援に資する事業乳児家庭全戸訪問事業 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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  この事業は、家庭において保育を受けることが一時的に困難と

なった乳幼児をこども園・保育園で一時的に預かる事業です。 

  今後も、保護者のパートタイム就労、疾病や心理的・肉体的ス

トレス解消などにより保育が困難な就学前児童について、身近な

地域でサービスが受けられるよう、適正な支援に努めます。 

 

 ■「量の見込み」に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み 100人 100人 100人 100人 100人 

確保の内容 100人 100人 100人 100人 100人 

 

 

 

  

  この事業は、中部地区の市町が協力し、日曜日・祝日に仕事等の都合で児童を保育すること

ができない場合に倉吉市のババール園で一時的に預かる事業です。 

これまでと同様に近隣市の関係施設の協力のもと、適切な対応に努めます。 

 

■「量の見込み」（連携機関数）に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

確保の内容 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９） 休日保育（休日一時預かり）事業 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

（８） 一時預かり事業 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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  この病児保育事業は、中部地区の市町が協力し、小学３年生までの児童が、病気で登校や登園

ができない場合で、保護者が仕事を休めないときなどに、鳥取県立厚生病院及びアロハこどもク

リニックの施設で児童を預かる事業です。 

また、病後児保育事業は、保護者の子育てと就労支援を目的として、病気の「回復期」にあた

り、小学校や保育園などにおいて集団生活が困難な児童を一時的に預かる事業です。 

  これまでと同様に近隣市町の関係施設の協力のもと、適切な対応に努めます。 

 

 ■「量の見込み」（連携機関数）に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み 

（病児保育） 
２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 

確保の内容 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 

量の見込 

（病後児保育） 
１か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

確保の内容 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

 

 

 

 

  ファミリー・サポート・センターは、子育ての支援を受けたい人（お願い会員）と、育児を援

助したい人（まかせて会員）を結ぶ会員組織で、会員相互に、育児の援助活動を行うことで保護

者が仕事と育児を両立し、安心して子育てができるようサポートする事業です。   

年度ごとにまかせて会員の確保に努め、事業の内容について、効率的なＰＲ方法等を検討しま

す。 

 

■「量の見込み」に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み 
まかせて会員 １５人 １５人 １５人 １５人 １５人 

お願い会員 １５人 １５人 １５人 １５人 １５人 

確保の内容 

まかせて会員 １５人 １５人 １５人 １５人 １５人 

お願い会員 １５人 １５人 １５人 １５人 １５人 

ファミリー・サポー
ト・センター １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

 

 

（10） 病児・病後児保育事業 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

（11） ファミリー・サポート・センター事業 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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  この事業は、妊婦の健康の保持増進を図り、安全、安心な妊娠・出産に資するために適切な健

診を行う事業です。本町は妊婦の健康管理を目的として、妊婦が医療機関において実施した健康

診断について、所定の金額を負担する事業を実施します。 

 

■「量の見込み」に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区 分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み 
16人 

128回 

15人 

120回 

14人 

112回 

13人 

104回 

13人 

104回 

確

保

の

内

容 

実施機関 全て 全て 全て 全て 全て 

健診回数 128回 120回 112回 104回 104回 

実施時期 4月～3月 4月～3月 4月～3月 4月～3月 4月～3月 

 

 

 

  この事業は、妊娠時から、妊婦や特に０歳から２歳までの子育て期の家庭に寄り添い、出産・育児の

見通しを立てるための面談や継続的な情報発信を行うとともに、必要な支援につなぐ伴走型の支援事

業です。面談は、妊娠 8 週から 10 週前後、妊娠 32 週から 34 週前後、出産後の時期の少なくとも３

回行い、その後は、随時情報発信や相談を行い、切れ目ない支援を行います。 

 

 ■「量の見込み」に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み 
16人 

４８回 

15人 

４５回 

１４人 

４２回 

13人 

３９回 

13人 

３９回 

確保の内容 

（実施率） 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12） 妊婦健康診査事業 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

（13） 妊婦等包括相談支援事業 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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  この事業は、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するため、現行の

幼児教育・保育給付に加え、満６か月から満３歳未満の小学校就学前で未就園のこどもに、月一

定時間までの枠の中で、時間単位で柔軟に利用できる新たな通園制度です。令和７年度に制度化、

令和８年度から全国自治体において実施予定で、現在のところ、月一定時間とは 10 時間と仮定

しています。 

 

■「量の見込み」に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み 

（必要受け入

れ時間数） 

 
１４０時間 

/月 

１４０時間 

/月 

１４０時間 

/月 

１４０時間 

/月 

確保の内容 

（受け入れ可

能時間数） 

 
176時間 

/月 

176時間 

/月 

176時間 

/月 

176時間 

/月 

  ※必要受け入れ時間数＝対象年齢の未就園児数×10 時間/月 

  ※受け入れ可能時間数＝８時間×22日/月 

 

 

 

 

この事業は、出産後の母子に対して、心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心し

て子育てができる支援体制を確保する事業です。これまでと同様に、近隣市の施設の協力のも

と、施設に宿泊して休養する「宿泊型」と、日中に来所した利用者に対する「デイサービス

型」 により、支援を必要とする方全員のケアに努めます。 

 

■「量の見込み」（連携機関数）に対する「確保の内容」と「実施時期」 

区  分 R７年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 

量の見込み ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 

確保の内容 

（支援が必要な

者に対する利

用率） 

２か所 

（100％） 

２か所 

（100％） 

２か所 

（100％） 

２か所 

（100％） 

２か所 

（100％） 

 

 

 

 

 

（14） 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

（１５） 産後ケア事業（母子生活支援事業） 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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次の事業については、国や県、関係機関と調整を図りながら、事業実現に向けて、マンパワーや資源の確

保などの体制整備に努めていきます。 

事 業 概 要 

実費徴収に係る補足給付

を行う事業 

低所得で生計が困難である者等のこどもが、特定教育・保育

等又は特定子ども・子育て支援を受けた場合において、当該保護

者が支払うべき実費徴収に係る費用の一部を補助。 

多様な主体の参入促進 

事業 

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、地域子ども・

子育て支援事業の量的拡大をすすめるため、多様な事業者の新

規参入を支援。 

子育て世帯訪問支援事業 訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた家

庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭を訪問し、不安や悩み

を傾聴、家事や育児を支援。 

児童育成支援拠点事業 

 

養育環境等に課題を抱え、家庭や学校に居場所のない児童等

に対して、児童の居場所となる場を開設し、その家庭が抱える課

題に応じて、生活習慣の形成や学習サポート、進路相談、食事の

提供等を行うほか、関係機関へのつなぎを行う等の支援。 

親子関係形成支援事業 

 

親子の関わりや子育てに、悩みや不安を抱えている保護者や

児童に対し、講義やグループワーク等を通じて、情報の提供、相

談、助言を行う。また、同じ悩みを抱える者同士の情報交換の場

を設ける等、親子間の適切な関係性の構築。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１６） その他の事業 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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ここでは、「質の高い幼児期の教育・保育」及び「地域の子育て支援」、「認定こども園及び保育園

と小学校との連携の取組み」の３点について推進方策を定めます。 

 

 

 

幼児期の保育について、有識者、実務者、保護者代表者及び行政等による情報交換を推進し、

こどもたちへの質の高い幼児期の教育・保育の提供に努めていきます。  

認定こども園及び保育所は、それぞれの園の特徴を生かした園づくり、園運営を行うとともに、

こどもたちの健やかな育ちを等しく保障していくため、保育士による合同研修、教員や保育士の

人事交流等を推進し、教育・保育の共通理解や人材育成に努めていきます。  

また、教育・保育に関する専門性を有する指導主事、幼保小連携アドバイザーの確保に努める

ほか、職員一人ひとりの基本的な資質能力を向上させることができるように、コーディネート能

力等について各種の研修に参加できる体制を整えます。  

 

 

それぞれの家庭やこどもの状況に応じ、子ども・子育て支援給付を保障するとともに、三朝町

子ども・子育て支援事業を実施し、妊娠・出産期から切れ目のない支援を行っていきます。  

また、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげるため、全てのこども・子育て家庭に、そ

れぞれのこどもや家庭の状況に応じ、子育ての安心感や充実感を得られるような親同士の交流の

場づくり、子育て相談や情報提供などの支援をします。  

 

 

認定こども園及び保育所は、定期的に専門部会等を開催し、密接な連携に努めるとともに、情

報を共有し、協力体制を図ります。  

また、幼児期の教育は、こどもたちの「生きる力」の基礎やその後の成長の基盤を培う大変重

要なものであることから、幼児教育から小学校教育等への円滑な接続に努め、架け橋期カリキュ

ラムの確立による、連続性と一貫性を大切にした教育のための環境整備を行います。 

町内の園では、幼児期から英語に親しみ、小学校以降の英語教育に円滑に移行することを目 

的とした英語活動をはじめ、小学校の研究発表会や小学校との連絡会等に参加したり、小学校 

の先生が公開保育等を見学したりするなどの活動を通して、関係機関の連携を深めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 幼児期の教育・保育の一体的な提供及び推進体制の確保について 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

（1） 質の高い教育・保育の推進 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

（2） 子ども・子育て支援事業の推進 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

（3） 認定こども園・保育所と小学校等との円滑な接続の推進 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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令和元年 10月の幼児教育・保育の無償化における「子育てのための施設等利用給付制度」にお

いて、本町では、その給付申請については、保護者の利便性などを考慮し、各利用施設において

取りまとめを依頼するなど施設等利用給付の適正な支給の確保に取り組むこととしています。 

また、特定子ども・子育て支援施設等の確認や指導監督等については、鳥取県との連携や情報

共有を図りながら、適切に取り組みを進めていきます。 

 

 

 

本町は、保護者が産休、育休明けの希望する時期に円滑に特定教育・保育施設等を利用できるよ

う、休業中の保護者に対して情報を提供し、計画的に特定教育・保育施設等の事業を実施します。 

 

 

 

本町は、児童虐待防止対策の充実、母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進、障がい児など特別

な支援が必要なこどもの施策の充実など、鳥取県が行う施策と連携を図り、関係する各機関と連携

を密にしながら、本町の実情に応じた施策を展開します。 

 

 

 

本町は、こどもの将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう、また、貧困が世

代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備と教育の機会均等を図るとともに、すべての

こどもたちが希望をもって自立・成長していける社会の実現を目指し、経済的支援の活用とその情

報提供に努め、こどもの貧困に対する支援を推進していきます。 

 

 

本町は、仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直しを図るため、鳥取県、地域の企業、労

働者団体等関連する各種団体と連携しながら、地域の実情に応じた雇用環境の整備に取り組みます。 

 

 

 

本町は、海外から帰国した幼児や外国人幼児、両親が国際結婚の幼児などが、教育・保育施設や

地域子ども・子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、関係機関と連携して、適切な支援・配慮

に努めます。 

 

 

５ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

６ 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保 

 

 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 ７ こどもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する鳥取県との連携 

 

 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

８ こどもの貧困に対する支援 

 

 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

９ 保護者等の職業と家庭の両立のための雇用環境の整備に関する施策と連携 

 

 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 10 国際化の進展に伴う幼児への支援・配慮 

 

 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 



 

 

 第６章 計画の展開方法 
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第６章 計画の展開方法 

 

本事業の推進にあたって、関係機関と連携して横断的な施策に取り組むとともに、保護者、

教育・保育施設、地域、企業、保健・福祉・社会教育事業の関係者が連携し、様々なアプロー

チの方法を検討し、実行していきます。 

 

子ども・子育て支援事業計画に基づく施策については、進捗状況を毎年報告し、「三朝町子ど

も・子育て会議」において点検・評価（PDCA サイクルの展開）を行い、利用者の視点にたった

事業を提供します。計画３年目（令和９年度）には中間評価を行い、計画の見直しを行いま

す。 

 

子育て施策にこども自身や子育て当事者の意見を反映するため、意見を表明できる機会を増

やしていくよう努めます。また、日頃からわかりやすい情報発信に努めます。 

 

１ 関係機関との連携 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

３ こども等の意見の反映 

 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

２ 計画の点検・評価（PDCAサイクルの展開） 

 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 



 

 

 第７章 参考資料 
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第７章 参考資料 

 

 

 令和２年度から令和６年度に実施（一部、令和元年から令和５年）した本町の子ども・子育て

支援に関する事業について、各事業の取り組み概要とその実績を記載します。 

 

⑴ 

認
定
こ
ど
も
園
（
み
さ
さ
こ
ど
も
園
） 

【概要】 

幼稚園、保育所のうち、次の機能を備えるものとして都道府県が認定した施設 

① 幼児教育・保育の両方の機能（親の就労にかかわらず、教育・保育を一体的に実施） 

② 地域における子育て支援（相談活動や集いの場の提供等）を行う機能 

【対象児童】 

・３歳から小学校就学前までの保育を必要としない児童 

・０歳～小学校就学前までの保育を必要とする児童 

【類型】  

保育所型「認可保育所＋幼稚園的機能 （保育所が幼稚園的な機能を備える）」 

【利用時間】 

月～土曜日 ７：１５～１８：３０ 

（教育標準時間・保育短時間の場合は８：１５～１６：１５） 

【利用料金】 

所得に応じた保育料を設定 ※３～５歳及び第２子以降は無償 

【利用実績】（４月１日現在） 

区  分 Ｒ２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

保育を必要と 

し な い 児 童 
 1人  2人  4人  １人  3人 

保育を必要と 

す る 児 童 
７８人 ６４人 ５９人 ５３人 ６４人 

 

⑵ 

保
育
所
（
賀
茂
保
育
園
・
竹
田
保
育
園
） 

【概要】 

「保育所保育指針」に基づき、日々保護者の委託を受けて、保育を必要とする乳児又は 

幼児を保育します。 

【対象児童】 

０歳児から小学校就学前までの保育を必要とする児童 

【保育を必要とする基準】 

就労、疾病等により、児童の保護者のいずれもが当該児童を保育することができず、か

つ、同居の親族その他の者が当該児童を保育することができないと認められること。  

【利用時間】 

・保育標準時間 月～土曜日 ７：１５～１８：３０ 

・保育短時間  月～土曜日 ８：１５～１６：１５ 

【利用料金（月額）】 

所得に応じた保育料を設定 

１ 本町の子ども・子育て支援事業の状況 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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区  分 賀茂 竹田 

広域 

町外か所数・入所者数 保育を必要 

としない 

保育を必要

とする 

R２年度 ８７人 ９人 ３人 ３０人 １３か所 ３０人 

R３年度 ７６人 ８人 ４人 ２８人 １２か所 ２８人 

R４年度 ６１人 ８人 １人 ２８人 １２か所 ２８人 

R５年度 ５７人 ８人 １人 １９人 １０か所 １９人 

R６年度 ５３人  ０人 １４人 ９か所 １４人 

【利用実績】（４月１日現在） 

 

⑶ 

延
長
預
か
り
保
育
事
業 

 

【概要】 

保護者の家庭の事情等により、教育標準時間以外の時間帯に一時的に保育が必要となっ

た児童を預かります。 

【対象児童】 

みささこども園に通っている児童で１号認定を受けている児童 

【利用時間】 

月～金曜日 ７：１５～ ８：１５ 

１６：１５～１９：３０ 

【利用料金】 

利用時間帯に応じて設定 

７：１５～ ８：１５ ２００円／回 

１６：１５～１８：３０ ４００円／回 

１６：１５～１９：３０ ７００円／回 

１８：３０～１９：３０ ３００円／回 

【実施施設】 

みささこども園 

区  分 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

利用者数 延１人 延３８人 延６人 延０人 

【利用実績】 
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⑷ 

時
間
外
保
育
事
業
（
延
長
保
育
事
業
） 

 

【概要】 

保護者の勤務条件や家庭の事情などにより、保育認定を受けた時間の前後も保育を必要

とする児童に対し、保育を行っています。 

【対象児童】 

保育所に入所している児童で、保育認定を受けた時間の前後の時間の保育を真に必要と

しているもの。 

【利用日】 

月～金曜日 

【利用料金】 

利用時間帯に応じて設定 

７：１５～ ８：１５ ２００円／回 

１６：１５～１８：３０ ４００円／回 

１６：１５～１９：３０ ７００円／回 

１８：３０～１９：３０ ３００円／回 

【実施施設】 

 みささこども園、賀茂保育園、竹田保育園 

区  分 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

みささこども園 延１５３人 延４０８人 延１４３人 延１４１人 

賀茂保育園 延２５１人 延２９２人 延１７１人 延４６人 

竹田保育園 延１２人 延０人 延０人 延２人 

【利用実績】 
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⑸ 

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
（
学
童
ク
ラ
ブ
） 

 

【概要】 

保護者の就業等により、放課後や長期休業中、家庭に保護者が不在となる児童を対象に、

安全・安心に過ごせる場所を確保し、適切な遊びと生活の場の提供や、指導員の活動支

援のもとに児童の健全育成を図ります。 

【対象児童】 

小学校１～６年生の児童 

【利用料金】 

利用実態に応じた料金を設定 

区  分 

 

三朝西学童クラブ 

（西小学校学童クラブ） 

三朝東学童クラブ 

（三徳地域協議会委託） 

三朝南学童クラブ  

（竹田地域協議会委託）  

開設時間 

月 ～ 金  下校～19：00 

土 曜 日 7：45～19：00 

長期休業 7：45～19：00 

月 ～ 金  下校～18：30 

土 曜 日 7：45～18：30 

長期休業 7：45～18：30 

月 ～ 金  下校～18：30 

土 曜 日 8：00～18：30 

長期休業 8：00～18：30 

R２年度 ５４人 ２１人 ４人 

R３年度 ４９人 ２８人  

R４年度 ４８人 ２７人  

R５年度 ４７人 ３６人  

R６年度 ５０人 ３６人  

【利用実績】 

 

⑹ 

子
育
て
短
期
支
援
事
業
（
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
） 

 

【概要】 

保護者が疾病、社会的事由等で、一時的に養育が困難な場合、その児童を乳児院、児童

養護施設等で短期的に預かります。（宿泊も可） 

【対象児童】 

町内在住の１８歳未満の児童 

【利用期間】 

原則として１か月あたり７日以内 

【利用料金（１日）】 

２歳未満児 ５，３５０円 ／ ２歳以上児 ２，７５０円 

【実施施設】 

因伯子供学園（倉吉市） 

【利用実績】 平成２８年度から平成３０年度まで なし 
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⑺ 

子
育
て
短
期
支
援
事
業
（
ト
ワ
イ
ラ
イ
ト
ス
テ
イ
） 

 【概要】 

残業や休日の仕事などで、夜間または休日に児童の養育が困難な方のために、夕方から

夜間、休日に児童を預かります。 

【対象児童】 

町内在住の２歳以上１８歳未満の児童 

【利用時間】 

夜間 原則として １７：００～２２：００ 

休日 原則として  ８：３０～１７：００ 

【利用料金（１日・１回当たり）】 

夜間   ７５０円 

休日 １，３５０円 

【実施施設】 

 因伯子供学園（倉吉市） 

【利用実績】 平成２８年度から平成３０年度まで なし 

⑻ 

乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業 

 

【概要】 

母子の心身の状況や養育環境等の把握及び助言を行い、子育て支援に関する情報提供等

を行うことにより、乳児家庭が地域社会から孤立することを防ぎ、乳児の健全な育成環

境の確保を図ります。 

【対象者】 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭 

【訪問者】 

保健師 

【利用料金】 

無料 

区  分 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

訪問件数 延１６件 延１９件 延１９件 延１５件 

訪 問 率 １００％ １００％ 100％ 100％ 

【利用実績】 
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⑼ 

養
育
支
援
訪
問
事
業 

 

【概要】 

家庭で安定した養育が実施できるよう、養育について支援が必要な家庭を訪問し、具体 

的な養育に関する支援を行い、養育上の諸問題の解決・軽減を図ります。 

【対象者】 

子育てに対して不安や孤立感等を抱える保護者、または虐待に至るおそれがある保護者

等、リスクを抱え支援が必要であると判断される家庭 

【訪問者】 

保健師 

【利用料金】 

無料 

区  分 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

訪問件数 
３件 

（延 10回） 

１件 

（延１回） 
０件 ０件 

【利用実績】 

 

⑽ 

地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業 

 

【概要】 

小学校就学前の児童とその保護者が集まり、一緒に遊びながら交流するふれあいの場を

提供するとともに、子育てに役立つ情報をお知らせするほか、子育てに関する悩みにつ

いての相談を行います。 

【対象者】 

小学校就学前の児童とその保護者 

【利用時間】 

９：００～１４：００（土曜・日曜休館）  

【利用料金】 

無料 

【実施施設】 

三朝町地域子育て支援センター（みささこども園内）  

区  分 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

延親子世帯数 延２６８世帯 延３３５世帯 延３５９世帯 延２５２世帯 

延利用者数 延１，３５３人 延１，０９０人 延１，３０８人 延１，０６４人 

【利用実績】 
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⑾ 

一
時
預
か
り
保
育
事
業 

 

【概要】 

保育所に入所していない児童で、保護者の病気や入院・育児疲れ・冠婚葬祭などの理由

で家庭での保育が一時的に困難な児童を預かります。 

【対象児童】 

満３か月から小学校就学前までの児童 

【利用限度】 

週３回まで 

【利用時間】 

月～金曜日 ７：１５～１８：３０（土曜日は１２：００） 

【利用料金】 

３歳未満児 １日２，０００円 ／ 半日１，２００円  

３歳以上児 １日１，３００円 ／ 半日  ８００円 

区  分 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

みささこども園 延６人 延４２人 延３１人 延９４人 

賀茂保育園 延７人 延１１人 延４６人 延５１人 

【利用実績】 

 

⑿ 

休
日
保
育
事
業 

 

【概要】 

日曜日・祝日に仕事等の都合で児童を保育することができない場合に一時的に預かりま

す。  

【対象児童】 

保育所に通っており、日曜日、祝日に家庭で保育することができないこと  

【利用時間】 

日曜、祝日、１２月２９日～１月３日、７：００～２０：００ 

【利用料金】 

無料 

【実施施設】 

ババール園（倉吉市） 

【利用実績】 

区  分 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

登録者数 ４人 １人 10人 ０人 

利用者数 延４人 延０人 延０人 延０人 
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⒀ 

病
児
保
育
事
業 

 

【概要】 

中部圏域の市町が協力し、未就学児童で保育所等に通園している児童が病気で預けられ

ない場合で、保護者が仕事を休むことができないときなどに、鳥取県立厚生病院内の施

設で児童を預かります。 

【対象児童】 

０歳６か月から小学３年生までの児童 

【利用時間】 

月～金曜日 ８：００～１８：００ 

【利用料金】 

１日１，５００円 

【実施施設】 

きらきら園（鳥取県立厚生病院） 

区  分 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

利用者数 延０人 延５９人 延３９人 延１３人 

【利用実績】 

 

 

⒁ 

病
後
児
保
育
事
業 

 

【概要】 

保護者の子育てと就労支援を目的として、病気の「回復期」に保育所や幼稚園などにお

いて集団生活での保育が困難な児童を一時的に預かります。 

【対象児童】 

０歳３か月～小学３年生までの児童 

【利用時間】 

月～金曜日 ８：００～１７：３０ 

【利用料金】 

１日５００円 

【実施施設】 

すくすく園（倉吉市乳幼児健康支援デイサービスセンター） 

区  分 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

利用者数 延０人 延０人 延０人 延０人 

【利用実績】 

 

 

 

 

 

  



 52  

 

⒂ 

フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー 

 

【概要】 

子育ての支援を受けたい人（おねがい会員）と、育児を援助したい人（まかせて会員） 

を結ぶ会員組織。会員相互に、育児の援助活動を行うことで保護者が仕事と育児を両立 

し、安心して子育てができるよう、会員の募集をしています。 

【対象者】 

○おねがい会員  

・生後８週から小学校６年生までの児童を養育している保護者  

・町内在住、または勤務の保護者 

○まかせて会員 

・町内在住の方 

  ・自宅で援助できる方 

【利用料金】 

１時間 ５００円（おねがい会員がまかせて会員に支払う） 

【実施施設】 

 三朝町ファミリーサポートセンター 

【受付時間】 

月～金曜日 ８：３０～１７：１５ 

区  分 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

まかせて会員 

登 録 者 数 
６人 ９人 １２人 １４人 １５人 

おねがい会員 

登 録 者 数 
１２人 １２人 １６人 １５人 １５人 

両 方 会 員 

登 録 者 数 
２人 ２人 ２人 ２人 １人 

利 用 者 数  １件 ４件 ９件 ５件  

【利用実績】（４月１日現在） 
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⒃ 

妊
婦
健
康
診
査
事
業 

 【概要】 

妊婦が医療機関及び助産所において実施した健康診断について所定の金額を公費負担し

ます。  

【利用回数】  

１４回まで  

【対象者】  

町内在住の妊婦  

【助成金額】  

合計 ９３，９４０円（受診票１５枚を交付） 

【実施施設】 

 県内及び一部の県外の医療機関 

【利用実績】 

 

区  分 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 

利用人数 １９人 ３１人 ２８人 ２５人 

健診回数 １４２回 ２１８回 ２１８回 ２１３回 

実施機関 ５医療機関 ６医療機関 ６医療機関 ５医療機関 
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１ 調査目的  第３期三朝町子ども・子育て支援事業計画の策定に向けて、「子ども・子育 

て支援事業の必要量の見込み」を算出するため、子育て世代の「現在の利用 

状況」や「今後の利用希望」を把握する 

２ 調査期間  令和６年３月１８日から令和６年３月３１日まで 

３ 調査対象  町内の小学４年生以下の児童がいる家庭（全２２９世帯） 

４ 調査方法  ①こども園及び保育園を経由して配布、その他は郵送により配布 

        ②Google フォームによりインターネット回答 

※質問は、全２２０問 

５ 調査結果  ①回答者 ５１人（回答率２２．３％） 

 

        ②回答者詳細 

 

 

 

 

 

 

 

③回答者のこどもの就学の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

内訳 

父 １６人 

母 ３５人 

小学校就学前のこどもがいる世帯 ２３世帯 

  〃     〃  いない世帯 ２８世帯 

２ 三朝町子ども・子育て支援事業計画のためのニーズ調査結果（概要） 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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就学前の親（23 人）に聞いた 

 

 『身近に相談できる人や場所』については、

「ある」が 87％だった。 

 

 

 

 

 

就学前の親（23 人）に聞いた 

 

『相談できる人・場所』は、「祖父母などの親

族」が 74％、「知人や友人」が 65％、「保育所

やこども園」が 52％だった。 

 

※複数回答 

 

 

就学前の親（23 人）に聞いた 

 

『こどもを見てもらう現状』については、「日

常的に祖父母などに」が 43％、「緊急時に祖父

母などに」が 52％で、あわせて 95％の人が、

親族に見てもらっている。 

「身近にいない」は、4％（1 人）だった。 

 

就学前の親（23 人）に聞いた 

 

『教育・保育施設を選ぶ理由』は、「自宅との

近さ」が 87％、「職場からの近さ」と「施設との

人間関係」が共に 26％だった。 

 

※上位3つまで回答 
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 末子が5歳以上の親（32 人）に聞いた 

 

『小学生の時に、放課後を過ごさせたい場

所』は、「習い事」が 59％、「放課後児童クラ

ブ」が 47％で多かった。 

 

 

 

放課後児童クラブ利用希望者（25人）に聞い

た 

 

 放課後児童クラブの利用を希望する人のう

ち、『土・日・祝日や長期休暇中の利用希望』

は、「長期休暇中」が 93％、「土曜日」が

33％、「日曜日・祝日」が 27％だった。 

 

母親全員（34 人）に聞いた 

 

『母親の育児休業取得の状況』は、「取得し

た」が 67％、「取得してない」が 18％だった。 

 

 

 

 

 

父親全員（31 人）に聞いた 

 

 『父親の育児休業取得の状況』は、「取得し

た」が 16％、「取得してない」が 84％だった。 
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母親で育児休業をとらなかった人（9人）に聞

いた 

 

『母親が育児休業を取得しなかった理由』

は、「仕事の事情、経済的な理由、夫の育児休

業取得、勤務形態により制度がなかった」など、

多様だった。 

 

 

 

 

父親で育児休業をとらなかった人（26 人）に聞

いた 

 

『父親が育児休業を取得しなかった理由』

は、「職場や仕事の事情」によることが多かっ

た。 
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（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65 号。以下「法」という。）第 77 条第１項の

規定に基づき、三朝町子ども・子育て会議（以下「子育て会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 子育て会議は、法第 77 条第１項各号に掲げる事務を処理する。 

２ 子育て会議は、前項に定めるもののほか、三朝町の子ども・子育て支援施策に関し必要と認

める事項について調査審議する。 

（組織） 

第３条 子育て会議は、委員 17 人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

(１) 子どもの保護者 

(２) 子ども・子育て支援（法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援をいう。次号において同

じ。）に関する事業に従事する者 

(３) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(４) 関係行政機関の職員 

(５) 前各号に掲げる者のほか町長が特に必要と認めるもの 

３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 子育て会議に、会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、子育て会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

（会議） 

第５条 子育て会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員の委嘱後最初に開かれる会議は、町長が招集する。 

３ 子育て会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 子育て会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

３ 三朝町子ども・子育て会議条例 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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５ 会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、その意見を聴き、又は説

明を求めることができる。 

（部会） 

第６条 子育て会議は、必要に応じて部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、会長が指名する。 

４ 部会長に事故のあるとき、又は部会長が欠けたときは、会長の指名する委員が、その職務を

代理する。 

５ 前条第４項の規定は、部会の議事について準用する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関して必要な事項は、会長が子育て

会議に諮って定める。 

  附 則 

（施行期日) 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 略 
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 三朝町子ども・子育て会議条例に基づき会議を開催し、計画について多角的な視点で意見をい

ただきました。 

 

子ども・子育て会議委員（13 人） 

所 属 氏 名 備考 

みささこども園保護者会 岡本 恵美子 １号委員（子どもの保護者） 

賀茂保育園保護者会 内田 徹 １号委員（子どもの保護者） 

みささこども園 福田 功枝 ２号委員（事業に従事する者） 

賀茂保育園 吉田 美奈 ２号委員（事業に従事する者） 

三朝町地域子育て支援センター 畠中 浩子 ２号委員（事業に従事する者） 

三朝町ファミリー・サポート・センター 太田 秀子 ２号委員（事業に従事する者） 

三朝東学童クラブ 深田 美鈴 ２号委員（事業に従事する者） 

三朝西学童クラブ 岩佐 正巳 ２号委員（事業に従事する者） 

三朝町民生児童委員協議会 松原 万里子 ３号委員（学識経験者） 

三朝町社会教育委員会 長安 晴美 ３号委員（学識経験者） 

三朝町教育委員会事務局教育総務課 角田 正紀 ４号委員（行政関係の職員） 

三朝町企画健康課 安田 真紀子 ４号委員（行政関係の職員） 

鳥取県教育委員会中部教育局 速水 敬子 アドバイザー 

 

 

 

 

４ 子ども・子育て会議委員名簿、会議の開催状況 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 
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会議等の開催状況 

開催日 会議名称 
参加者

（人） 
内容 

令和６年 

３月 18日  

～３月 31日 

第３期三朝町子ども・子育

て支援事業計画のためのア

ンケート調査 

― ・詳細はＰ54～57 

７月 29日 
第１回三朝町子ども・子育

て会議 
11 

・第２期子ども・子育て支援事業計画 

の評価 

・こども計画、第３期子ども・子育て 

支援計画策定に向けて 

・意見交換「三朝町の子ども支援をさ

らに充実させるために」 

11 月１日 
第２回三朝町子ども・子育

て会議 
７ ・計画の骨子（案）について 

令和７年 

１月７日 

第３回三朝町子ども・子育

て会議 
11 ・計画（案）の具体的内容について 

１月 23日   

～２月４日 

第４回三朝町子ども・子育

て会議（書面開催） 
13 ・計画（案）の修正等 

２月５日 

～２月 18日 
パブリックコメント ―  
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こども家庭庁ホームページ  

■政策｜こども家庭庁  https://www.cfa.go.jp/policies 

1.こどもの視点に立った司令塔機能の発揮、こども基本法の着実な施行 

こども大綱の推進 

こども基本法 

こどもの意見聴取と政策への反映 

都道府県こども計画・市町村こども計画  

2. こどもが健やかで安全・安心に成長できる環境の提供 

3. 結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じられる社会の実現、少子化の克服 

母子保健・不妊症・不育症など 

■その他 

・幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン（はじめの 100 か月の育ちビジョン） 

https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo_sodachi/ 

・こどもの居場所づくり https://www.cfa.go.jp/policies/ibasho 

・第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の算出等の考え方 

（改訂版 ver．２） 

 

厚生労働省ホームページ 

■地域共生社会のポータルサイト｜厚生労働省 (mhlw.go.jp) 

https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/#tiikikyosei 

・地域共生社会の実現に向けた 重層的支援体制整備事業の実施について 

 

鳥取県ホームページ、資料 

■とりネット/鳥取県公式サイト シン・子育て王国とっとり計画

https://www.pref.tottori.lg.jp/317123.htm 

■令和６年度子どもの学びの環境等生活困窮者対策研修会資料（講師： 放課後 NPO アフタースク

ール代表理事）https://npoafterschool.org/ 

５ 参考文献 

 

子ども基本法に基づく「こども計画」の策定について 

 

https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo_sodachi/
https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo_sodachi/
file://///Fs/職員共有fs/町民課/子ども支援室/08子育て支援/10子ども子育て新制度/子ども・子育て会議/R06/第3回/計画（案）本文/こどもの居場所づくり
https://www.cfa.go.jp/policies/ibasho
https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/#tiikikyosei
https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/#tiikikyosei
https://www.pref.tottori.lg.jp/317123.htm
https://npoafterschool.org/about/?utm_source=google&utm_medium=cpc&utm_campaign=2023_cog&utm_content=rsp_latent_01&gad_source=1&gclid=Cj0KCQiA4rK8BhD7ARIsAFe5LXJ9TOy65wDv4jjkZZRnHPFZ33UL0BQwS2pG38cOwST8Lk95ehaEl2EaAndSEALw_wcB
https://npoafterschool.org/about/?utm_source=google&utm_medium=cpc&utm_campaign=2023_cog&utm_content=rsp_latent_01&gad_source=1&gclid=Cj0KCQiA4rK8BhD7ARIsAFe5LXJ9TOy65wDv4jjkZZRnHPFZ33UL0BQwS2pG38cOwST8Lk95ehaEl2EaAndSEALw_wcB
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町資料 

■第 11 次三朝町総合計画 

■三朝町健康づくり計画 

■第３期三朝町障がい児福祉計画 

■関係団体の資料（みささ青空体験塾令和４年度活動記録、地域協議会だより） 
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